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中国の経済発展には目を見張るものがある。中国経済
は、リーマンショックを契機とする世界的不況で一時若
干の低迷を見たが、大きな傷を受けず世界に先駆けてそ
こから回復、成長を続けている。２００９年の実質経済成長
率も８．７％で、２０１０年には GDP規模で日本を抜き世界第
２位になったといわれている。そのような中で、日本企
業の中国（本土、以下断りがない限り中国＝本土であ
る）への進出も著しく、すでに日系現地法人は５，０００社
を超え、その従業者数は優に１５０万人を超えていると推
定される１）。しかし、日本企業の評判は必ずしも芳しく
ない。大学生の日系企業への評判は低下気味であり、
「優秀な中国人学生を採用できなくなった」という声さ
え出ている２）。そして日系企業でのストライキも多発し
ている。
このことは、日系企業の現地採用従業員の人事・労務
管理の在り方と中国人現地従業員の意識・行動様式との
間に何らかの齟齬が生じていることが想定される。
以下では、中国人の就業意識・行動と在中国日系企業
の人事・労務管理の実態を明らかにすることによって、
その問題点の解明を試みたい。
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１９９８年度から２００８年度にかけての日系企業の中国への
進出状況の推移を経済産業省の「海外事業活動基本調
査」によってみると（表１）、現地法人企業数で２，１４１社
から４，２１８社とほぼ２倍に、常時従業員数は３９．７万人か
ら１３４．５万人３倍強に増加した。その産業別の内訳をみ
ると、企業数では、９９年３月末で電気機械、輸送用機
械、繊維、化学を中心とした製造業が１，２０６社で２／３を
占め、商業（卸売業、小売業）とサービス業を中心とす
る非製造業は１／３であった。０９年３月末には、製造業
は輸送用機械、情報通信機器、電気機械、繊維、食品製
造業を中心に２，３９２社とほぼ倍増したが、商業、サービ
ス業に加えて情報通信業、運輸業の進出が著しく非製造
業が４割近くを占めている。
従業員数をみると、９８年３月末には製造業が３．６万人
で９割を占めていたが、０９年３月末には食品製造業の
７．４倍、産業分類の変更で比較はできないが、情報通信
機器、電気機械、輸送用機器など１０万人を超す産業を中
心に製造業は３．７倍強の増加であった。この間非製造業
は４．２倍に膨らみ、１２％を占めるようになった。中でも
卸売業は８倍弱の増加を示した。この調査の対象となっ
ていない金融（３大バンクはすべて大都市に支店を開設
している）や証券を考慮に入れると、第三次産業従業者
の増加が著しく、低人件費を理由にした製造業中心の中
国進出から消費市場としての中国進出に軸足が転化した
表れと言ってよいだろう
なお、対中国直接投資額を見ると、製造業は２００６年度
の５，６７０億円、シェア７９．１％から、０９年度末には４８、１５
億円、７１．１％に減少し、他方、卸売・小売業、金融・保
険業を中心とする非製造業は１，５０２億円、２０．９％から
１，８７７億円、２８．９％に増加・拡大し、なかでも金融・保
険業の増加が著しい〈２７５億円、シェア３．８％→９３８億
円、１４．４％〉。この間、設備投資も２，０７６億円から６，９３５
億円と３倍強に増加している。そして売上高は２兆８，６２６
億円から２２兆９，９３４億円と７倍強にまで膨らんでいるの
である（財務省統計）。
中国への進出状況を、日系企業の海外進出全体の中に
要旨：本論は、中国に進出している日系企業の人事・労務管理の実態とその問題点を明らかにすることを目的としている。世
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級人材は能力発揮・自己実現を仕事に求め、その表れとしての高収入と企業内ステイタスを求めてジョブ・ホッピングを行っ
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位置づけると、９９年３月末時点では、法人企業数と従業
員数はそれぞれ１０．８％、１４．５％と１割を超えていたが、
設備投資額では４．９％、売上高にいたってはわずか０．４％
でしかなかった。しかし２００８年度末には企業数で
２３．９％、従業員数２９．８％まで増大し、設備投資額で
１３．６％、売上高でも１１．４％を占めるに至り、当期利益で
は０８年度は１８．８％と高い比重を占めるにいたった。この
ように、日本の海外進出企業にとっては欧米進出子会
社、孫会社以上に中国の子会社、孫会社が日本本社の死
命を制するほどに成長しているのである。
とすれば、現地従業員の人事・労務管理の成否は日本
本社を含む当該企業の死活問題となる。
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まず、「中華英才網」の調査４）によって、高級人材の
予備軍である中国の大学生（専科生、四大生、大学院
生）の就職意識を見てみよう。
中国の大学生が就職先として好む産業分野は、金融・
投資・保険業（１０．１％）、政府・公共事業（７．４％）、教
育・文化・科学研究・訓練業（５．５％）、建築・不動産業
（５．０％）、貿易・輸出入業（４．５％）の順であった。かつ
て上位にあった電気・エネルギー産業（０９年２位→１０年
９位）やコンピュータ（０９年３位）、機械・精密機器
（同４位）、電子技術（同７位）、ソフトウエア・データ
処理業（同１０位）は１１位以下になってしまっている。こ
のように、中国の大学生の志向は、製造業関連産業か
ら、サービス産業、知識産業関連に変わってきている。
また、大学生が企業選択の際考慮するのは、「公開、公
正な人事」、「調和のある人間関係」、「明確なキャリア発
展コース」、「社会への責任」、「系統的な教育訓練体
系」、「卓越した製品／サービス」、「安定した雇用関
係」、「快適な仕事環境」、「豊かな報酬と多様な従業員福
利」（以上、上位１０位まで）である。
そして、図１にみられるように、大学生が企業に最も
望む要素は、企業での「職業発展（キャリア形成）」、
「報酬・福利」、企業の「企業文化」、「品脾（ブラン
ド）」の順であり、それぞれの項目における最大関心事
項は、キャリア形成では「キャリア形成経路の明確
さ」、報酬・福利では「豊かな報酬と多様な従業員福利
制度」、企業文化では「公開、公正な人事」、品牌・実力
では「市場地位」であった。
これまで中国の大学生の最大の関心は「報酬・福利、
なかでも即時的な利益である」と言われてきたが、彼ら
の目はより先を見るようになり、「個人の職業生涯での
キャリア発展」をより重視するようになって「金銭至
上」主義的ではなくなった、と英才網は分析してい
る５）。
なお、後述するように、地方農村部出身の大学生に
とっては、都市戸籍、なかんずく北京、上海等の大都市
の都市戸籍取得の可能性も企業選択の大きな要素となっ
表1 日系企業の海外進出状況の推移
年度 １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
企業数（件） １，４０７ １，５７３ １，７１２ １，５５７ １，８７０ ２，２１４ ２，７０７ ３，１３９ ３，５２０ ３，７８１ ４，２１８
常時従業者数（人） ３９７，４６０４７８，９０５５４９，４１２５３１，４００６９７，４０２９１４，１５８１，００９，５７９１，２０６，８１０１，２８９，９８６１，４２７，７６９１，３４５，０５９
売上高（億円） ２８，６２６ ３１，０４１ ３６，１５７ ４１，３８５ ５１，４２１ ６８，８４０ ８９，７２０１２３，８１１１６４，４７８２１７，９７１２２９，９３４
経常利益（１００万円） ６，５４７ ５０，４５０１５７，９７９１８３，１６８２５７，４５５３８３，１０１４１４，２４８４４５，００７７００，６３８１，１２４，５６３１，０８０，１６８
当期純利益（１００万円 ― ３２，１８５１６０，６０９１６０，２２８１９５，０６５３２８，２０１３６１，０６５３６１，７３６５６７，６２９９７２，０１４８７３，１９３
設備投資額（１００万円） ２０７，６２９１１０，７４７１８２，４６５１８３，０４９２４４，９５３２９５，７４３４８２，０１４６１０，２８２７５６，３４３７８５，９６９６９３，５４７
中国本土が全地域計に占める割合（％）
企業数 １０．８ １１．３ １１．４ １２．５ １４．０ １６．０ １８．０ １９．８ ２１．５ ２２．６ ２３．９
常時従業者数 １４．５ １５．２ １５．９ １６．７ ２０．５ ２４．３ ２４．４ ２７．７ ２８．３ ３０．１ ２９．８
売上高 ２．３ ２．６ ２．８ ３．１ ３．７ ４．７ ５．５ ６．７ ７．７ ９．２ １１．４
経常利益 ０．４ ２．２ ５．０ ８．１ ７．０ ８．２ ６．８ ５．９ ７．３ ９．９ １４．８
当期純利益 ― ２．２ ８．１ １９．１ １２．０ １０．３ ８．５ ７．０ ８．２ １２．６ １８．８
設備投資額 ４．９ ３．３ ５．６ ５．２ ６．２ １０．５ １３．６ １３．８ １５．２ １２．２ １３．６
出所：経済産業省「第３９回海外事業活動基本調査（２００９年７月調査）」より作成
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ている。
他方、既就業者の就業意識はどうであろうか。
リクルートワークスの行った「上海ホワイトカラーの
就業意識と行動」調査６）によると、仕事をする上での
「大切」度合い（「とても大切」＋「大切」と答えた者の
割合）を見ると、３０項目中上位１０項目は以下の順であっ
た。「昇給の期待」（８８．９％）、「同僚と友好的な関係」
（８４．６％）、「仕事において尊敬される」（８２．４％）、「高い
収入」（８１．９％）、「仕事のできる上司」（７９．０％）、「話の
わかる上司」（７８．２％）、「やり遂げた、という実感が持
てる」（７８．２％）、「なりたいと思うような人間になれ
る」（７７．２％）、「新 た な 知 識・情 報 と 出 会 え る」
（７４．９％）、「自分がやりたいことを仕事にする」
（７４．１％）、「ちょっとしたアイデアや工夫が求められ
る」（７３．３％）。反対に大切度の低い（「あまり大切では
ない」＋「大切でない」）項目は、「人に指揮命令する」
（３７．４）、「さまざまな仕事を経験する」（３０．２）、「美的セ
ンス・能力が必要とされる」（２２．８）、「注目を浴びるよ
うな仕事」（１９．２）、「日々の仕事の中に変化がある」
（１７．２）、「世の中に貢献する」（１５．９）、「いつも新たな課
題に挑戦」（１３．１）、「大企業や知名度の高い会社で働
く」（１１．８）「新しい製品やサービスを生み出す」
（１１．６）などであった。
また、「仕事をしていく上でとくに重視」したい項目
（５つ選択）の上位５位は、「同僚と友好的な関係」
（５０．７％）、「自分がやりたいことを仕事にする」
（４０．６％）、「いい仕事をしたということが、目に見える
表2 仕事をする上で「大切」なもの・仕事をしていく上で
「特に重視」するもの
項 目 大 切 重 要
順位 割合 順位 割合
昇給の期待がある １ ９８．９ ９ ２１．０
同僚と友好的関係 ２ ８４．６ １ ５０．７
仕事において尊敬される ３ ８２．４ １０ １８．３
高い収入が得られる ４ ８１．９ ６ ２９．８
仕事のできる上司の下で働く ５ ７９．０ １１ １２．８
話のわかる上司の下で働く ６ ７８．２ １６ １０．８
やり遂げた、という実感が持てる ７ ７８．２ ４ ３１．９
なりたいような人間になれる ８ ７７．２ ５ ３０．６
新たな知識・情報に出会える ９ ７４．９ ２４ ８．８
やりたいことを仕事にする １０ ７４．１ ２ ４０．６
アイデアや工夫が求められる １１ ７３．３ ２６ ５．６
いい仕事をしたことが目に見える １２ ７１．８ ３ ３７．６
希望に合った勤務時間や勤務地 １７ ６３．０ ７ ２８．１
大企業や知名度の高い会社で働く １８ ６５．９ ８ ２７．９
一つの会社で安定的に働く ２１ ５７．６ ９ ２３．６
凡例：大切＝「とても大切」＋「大切」の割合（３０項目より５項
目選択）
出所：リクルートワークス研究所
「上海ホワイトカラーの就業意識と行動」より作成
図1 ２０１０年中国大学生最佳雇主 CBCD模型
出所：中華英才網『第八届中国大学生最佳雇主 調査報告（簡版）』（２０１０年７
月）より転載
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形でわかる」（３７．６％）、「なりたいと思うような人間に
なれる」（３０．８％）、「何かやり遂げた、という実感があ
る」（３１．９％）であり、「仕事のする上で大切」とする項
目の上位に昇給、高賃金などの経済的価値と同僚・上司
との関係など人間関係に関する項目が現れ、反対に仕事
の内容そのものに関する項目の大切度は低いのに対し
て、「仕事をしていく上で特に重視するもの」では、「高
い賃金」（２９．８％）、「昇給の期待」（２１．０％）とうの経済
的価値は中位に落ち、「仕事内容」に関わるものが上位
となっている（表２）。
また、現在の勤務先を選択する時に重視した事項は、
８項目中「仕事の内容」（８６．９％）、「賃金・福利厚生」
（８５．１％）、「職場の雰囲気」（８０．４％）の順であり、それ
ぞれの項目を「非常に重視した」から「全く重視してい
ない」を７点から１点にスコア付けして（７点満点）、
平均点を出すと、高い項目も「賃金・福利厚生」
（６．０）、「仕事の内容」（５．９）、「職場の雰囲気」（５．７）で
ある。
ただ、「さまざまな仕事を経験する」ことが「大切」、
「重要」とする度合いは低い（「大切」３０位、「重要」２９
位）にもかかわらず、キャリア志向の点からみると、
「ひとつの分野の専門性を高めていく」（スペシャリスト
志向）と「さまざまな分野の技術・スキルを身につけて
いく」（ゼネラリスト志向）という考え方のどちらに近
いか、との設問に対しては、２／３（６６．３％）がスペ
シャリスト志向を選択、スペシャリスト志向が優位で
あったが、ゼネラリスト志向も１／４強（２６．９％）いる
ことは注目しておいてよい。傾向には男女で差はみられ
な い が、専 門 職 志 向 は３０－３４歳 層 で や や 低 く
（６０．２％）、３５－３９歳層では７２．２％と高くなっている。
なお、日本と比較すると、日本は男女で差があり、男
はスペシャリスト志向とゼネラリスト志向が拮抗
（４０．１％対４１．５％）しているが、女は４６．６％対３２．０％で
スペシャリスト志向が多かった。ここには中国と日本の
職場のジェンダー構造を含む昇進構造の相違が反映して
いると思われる。
 
日系企業の離職率は欧米系企業よりもかなり高い。や
や古いが（０５年）に人材派遣最大手の上海外服
（FESCO）の行った調査によれば、０５年時点での外資系
企業で働く中国人スタッフの離職率は以下の通りであっ
た。外資系全体平均で１４．０％、日系１５．１％、欧米系
６．２％、アジア太平洋系１６．７％であった７）。また、日本
能率協会の０５年の調査によれば８）、日系企業の離職率
は、一般職２１％（欧米系１５％）、専門／技術職３１％（同
８％）、主任／上級技術職１２％（同３％）、中間管理職８％
（同４％）であった。
FESCOの調査では、日系企業の離職率は欧米企業の
倍以上であり、能率協会の調査では全ての職位で日系企
業の方が多く、とくに専門／技術職や上位職位での差が
多い。なお０８年におこなわれたリクルート調査（「中国
日系企業の人材活用」）では、日系企業のホワイトカラ
ーの離職率は、離職率３％未満の企業がもっとも多くて
（２５．９％）、次いで６－１０％が２４．１％で、１０％未満が６２．９％
であった。他方、２１％以上の離職率の企業も１割
（１０．５％）あり、製造業よりも商業・貿易業の方が高い
傾向が見られた（表３）。
このような高い転職率の背景には、日系企業の賃金が
欧米企業の賃金より低い、という背景がある。やや古い
表3 ホワイトカラーの年間離職率
年間
離職率
設立からの経過年数 業種
計 １－５年 ６－１０年 １１年－ 商業・貿易 製造業 その他
０－３％ ２６．９ ２２．９ ３２．０ ２２．５ ２１．２ ３２．４ ２７．０
３－５％ １７．３ １２．９ １８．０ ２５．０ １９．２ １７．６ １６．２
６－１０％ ２４．１ ２７．１ １８．０ ２５．０ ２８．６ ２６．５ ２０．３
１１－１５％ １２．３ ７．１ ２０．０ １２．６ １３．５ １１．８ １０．８
１６－２０％ ９．０ １２．９ ８．０ ５．０ １１．５ ５．９ ９．５
２１－３０％ ６．８ ８．６ ４．０ ７．５ ３．８ ５．９ ９．５
３１－５０％ ３．１ ７．１ ― ― １．９ ― ４．１
５０％－ ０．６ １．４ ― ― ― ― １．４
出所：リクルートワークス「上海ホワイトカラーの就業意識と行動」（２００８年調査）より作成
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が２００５年の調査９）によれば以下の通りであった。
学歴別初任給（月額）
博士：日系４，０００元、欧米系７，８００元
修士：日系３，２００元、欧米系４，７００元
大卒：日系２，２００元、欧米系３，０００元
男子職位別（年収）
一般職：日系 ３２，０００元、欧米系 ４５，０００元
課長級：日系５８０，０００元、欧米系８００，０００元
部長級：日系１２０，０００元、欧米系２３０，０００元
つまり、日系は欧米系に比べて、初任給では学士
７３．３％、修士６８．１％で、博士にいたっては５１．３％しかな
い、また、職位別年収では一般職７１．１％、課長級７２．５％
で部長級では５４．２％しかないのである。つまり、学歴が
高いほど、職位が高いほど欧米系外資に比べて賃金が低
いのである。
中国人の就業行動には、職場で能力をつけながら、よ
り良い就業（地位と収入）を求めて転職を繰り返す、と
いう特性があるとよく言われる。事実、前述のリクルー
ト調査によると、大専卒以上の２０～３０歳代の男女で、２０
～２４歳層ですでに４割（３９．８％）が、全体で６割近く
（５８．８％）がこれまでに退職を経験している。企画・販
促職（日本のマーケッティング・プロモーション・広報
部門職に相当）に就いているものは７割以上（７３．３％）
が退職経験者であった。退職回数は平均で２回である
が、３０～３４歳層では３１％、３５～３９歳層では３５％の者が、
また企画・販促職および営業・セールス職（日本の営業
職に相当）の３５％の者が３回以上の退職を経験しており
（つまり現職は４回目）、日本での類似調査１０）に比べると
高い割合を示している。
しかもその退職者の９割は自発的退職で、直前職の主
要な退職理由は、「賃金への不満」（４６．３％）、「昇進する
余地がない」（３９．１＆）、「よりよい会社が見つかった」
（３３．２％）、「能力や専門性が生かせない」（２６．４％）、「会
社の将来性や方向性への不満」（２６．０％）等である。現
在修士以上の学歴を持っている者では、「賃金への不
満」の割合は相対的に低く（３２．０％）、「学位や資格取
得、海外留学のため」の割合が高く（２２．０％、大専、大
卒は２％前後）、学位や資格への強い関心があったこと
が窺がわれる１１）。
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しかし、中国人の転職意識そのものは必ずしも高いと
は一概にはいえないようである。
自分の価値を高めるためには、「一つの会社で長く仕
事を続ける」のが「有効」（４６．８％、「有効でない」
３．２％）と思い、同時に「多くの会社で仕事の経験を積
む」のも「有効」（５０．９％、「有効ではない」１．８％）、と
思い、また、キャリアを積み上げるためには、「一つの
会社に長く勤務することが有効」（４５．８％）と考えるも
のが「機会をとらえて転職することが有効」（３８．８％）
よりやや多くなっている１２）。
転職に関連する日中の意識を見てみると、「一つの会
社で安定的にはたらく」ことが「大切」（「とても大切」
＋「大切」）と思っている者の割合は、日本は４１．３％、
中国５７．６％で中国の方が高い（「あまり大切でない」＋
「大切でない」日本９．３％、中国４．８％）。中国は男女にほ
とんど差がないが、日本は「大切」意識は女性に高く
（４５．４％）、男性が低い（３９．４％）。また、中国はすべて
の年齢階層で「大切」意識が５０％を超える（３５－３９歳層
は６４．０％、日本４３．８％）のに対して、日本は５０％を超え
る年齢階層はなく、３０－３４層は３７．６％でしかない（中国
５２．６％）。また、「働いている会社に愛着を感じる」こと
を大切と思う割合も日本人よりも高い（中国６４．８％、日
本６０．０％）１３）。
以上から見えてくる中国の高級人材（大学生、高学歴
ホワイトカラー）の就業行動は、自分の価値を高めるこ
とが第一で、そのためには「発展空間」、つまり自己の
キャリア展開が見え、自己の価値の表現形態である賃金
の高さと昇進の実現が可能であることを働く場・企業に
求めているのである。それが可能であればその企業に勤
め続けるし、不可能あるいは他の企業の方に可能性があ
ると思えば、ステップアップの方法として転職するとい
うスタンスである。このことは、何が何でも転職してス
テップアップを図るという意識・行動様式があるのでは
なく、転職することによってステップアップが可能であ
る、という中国の経済社会の現実―経済発展により企
業・職場の拡大が続いていること、およびより高い学
歴・資格がより良い職業的地位に就けるという「学歴社
会」―が背景としてあるからと考えられる。
筆者がかつて北京日本学研究中心の外国専科教授１４）と
してかかわった院生（彼ら／彼女らはすべて中国の大学
の日本語学科を卒業し、修士課程である日本学研究中心
の社会経済コースに進学し、２年次の夏に３カ月日本に
研究留学している）の何人かの就業意識について触れて
おこう。そこには、上記アンケートに現れた中国人高学
歴者の就業意識が集約的に示されている。
彼女たちは、２００８年の１０月から０９年４月頃まで就職活
動をし、７月卒業入社している。
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彼女たちは、北京外国語大学の HPの就職サポートコ
ーナー（就業情報ネット）、インターネット上の就職情
報（中華英才網、智聯招聘、外資企業の求人情報を掲載
するウェブサイト FESCO等）、国、大学、企業などが
行う「招聘会」等を利用して就職情報を入手し、履歴書
を１００通前後提出するなど、相当厳しい就職活動を展開
した。
Aさんは、第一に、「北京戸籍を取得できる企業」、第
二は満足できる給料（最低５，０００元／月）、第三が「知名
度の高い企業（大手企業）」を就職選択基準とした。彼
女は、「学校卒業後の一番目の仕事は将来のキャリアに
大きな影響を与える」と考えている。日本の財団法人の
北京事務所と個人経営の知的財産権事務所に合格し、日
本の財団ではなく、後者に就職した。しかし、現状には
満足していなくて「いつも転職を考えている」と述べて
いる。
Bさんは、１．日本語必須、２．大手（日系、世界トッ
プ、中国国営）、月給５，０００元以上、４．北京所在を条件に
就職活動をし、４社の内定を得、上記４条件を満たして
いた希望企業の一つであった日系大手（IT）に就職し
た。現在の仕事内容は、「営業アシスタント」という職
務で、ウェブ制作プロジェクトのメンバー、ウェブ
サイトのアクセス解析（単独）、チーム内の財務管理
（財務マネージャーの指導下）であり、「何をやっても勉
強になる感じなので、充実した毎日を送っている気が」
して「仕事満足度は満点です」。しかし、会社について
は、「上になると（４ランク以上）、ほとんど日本人ばか
りという状況にストレスを感じる」。そして、「残業が多
い」にも関わらず「手当が一切ない、出張にも手当がな
く、給料の上昇率が極めて低いことに社内の不満がた
まっていて、転職率が高いことにストレスを感じ」、「会
社満足度は６０点」だと思っている。
今後については、「子供の将来などを考えて、北京戸
籍が必須だという現状なので、国家公務員、北京公務員
試験を受けるつもりである。」公務員にならない場合
は、「これから２年間、現在の会社でしっかりと見習っ
て、学んで、仕事の効率を高めて、自分の能力を向上さ
せる。」「３年目以降、社内でキャリアアップが難しい状
況であれば、転職を考える」と述べる。
Cさんは、日本の大学院博士課程に合格していたが、
最終的には中国で就職することとした。就職活動では、
履歴書を１１７通も出している。その内訳は、国家公務員
１、国有企業４８、欧米企業３０、高等学校１５、日系企業
８、民営企業８、事業団体７である。最終的には大規模
な連合企業説明会に参加し、アメリカ系大手 IT企業に
履歴書を提出、３段階の面接を経て合格した。Cさんが
就職を決めたアメリカ系大手 IT企業は、ビジネスレベ
ルの英語と日本語能力と財務関係の仕事をできることを
要求していた。初任給は５，０００元で、月額８００元の手当が
ついている。
北京日本学研究中心（修士課程）出身で３年前に日系
企業（大手商社）に就職した Dさんは、「他の日系企業
（大手自動車メーカー）にも合格したが、北京戸籍を取
得できる可能性が高いので現在の商社を選んだ。」１５）
つまり、仕事内容、経済的要因（一流大学の修士では
初任給は５，０００元以上）、就職企業でのキャリア展開の可
能性、職場の人間関係等を重視し、加えて、地方出身者
にとっては都市戸籍の取得可能性によって、就職先を選
択しようとし、就職先でこれらが満足できない場合は転
職を模索する、というのが中国の高学歴ホワイトカラー
の就業行動といってよいであろう。
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以上のような就業行動をとる高学歴者に日系企業はど
のように評価されているのであろうか。
中国の大学生が希望する企業形態は、リーマンショッ
ク後の０９年に３４．１％と急増した国有企業の人気はやや低
下したが２４．４％でトップを占め、０８年まで１位であった
外資独資の人気は低下してきている（１０年は１４．５％で５
位に転落した）１６）。大学生が希望する企業（人気企業ラ
ンキング）１７）の第１位は２年続けて中国移動で、以下、
阿里巴巴、海爾、微軟（マイクロソフト）、中国銀行、
Google、聯想、宝潤（P&G）、中国工商銀行、中国電信
と続く。上位１０社の内国有企業が５社、外資系企業は３
社（０５年は６社）である。上位５０位の内３４社が国有企業
であった（同１１社）。他方、外資系企業は９社（同３１
社）で、国有企業の人気上昇、外資系の凋落が著しい。
リーマンショック後の不況期に外資系企業で多くの解
雇、契約打ち切りがあったことが影響し、雇用安定面で
外資系企業が人気を落とし、大学生の志向に雇用安定度
の高い公務員、国営企業志向が増加したことの反映と思
われる。中国の大学生にも「安定」への意識が生じてき
ている。
このような中で、日系企業は５０位までのランキングか
ら陥落してしまった。そのランキングの推移をみると、
０３年に３社（ソニ １ー７位、松下電工・現パナソニック３２
位、トヨタ４６位）が５０位以内に入っており、０４、０５年は
２社、０６年１社、０７年３社、０９年３社（広州本田２４位、
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パナソニック２５位、広州豊田４９位）と０９年まで２～３社
がランク入りしていたが、日系企業はこれまで１０位以内
に入ったことはなく、０３年のソニー（索尼）が最高位
（１７位）で、ついに２０１０年にはゼロとなってしまった。
また、高学歴（大専卒以上）の既就業者の外資系企業
内での評価も低い。「技術力・ノウハウ」で欧米系に比
べて評価が低く（高いと評価した者の割合、アメリカ系
８９．９％、ドイツ系９３．２％、フランス系７５．７％、日系
７０．３％、韓国系５１．４％）、就職意向（「働いてみたい」）
も、表４に見られるように、欧米系に比べて格段に少な
い１８）。
米独系が「非常に働いてみたい」の割合が３０％前後で
あるのに対して、日系はわずか６％であり、反対に「全
く働きたくない」は、米独系が１％前後であるのに日系
は２３％にもなっている。スコアで見ると、米・独・仏系
は７点満点で６点を超えるのに日系は３．７点で、韓国系
とほぼ同じである（ただ、この調査はリーマンショック
前に行われているため（２００８年９－１０月実施）、外資系
企業への評価は高く出ていた可能性がある。２００９年以
降、学生意識調査のところで見たように、外資の評価は
全体として低下している）。
上述した Bさんは日系企業に合格したが結局そこに
は就職せず、中国企業に就職し、Cさんが出した１１７通
の履歴書の提出先のうち日系企業は８社でしかなく、か
つ就職先はアメリカ系であった。学部で日本語を学び、
大学院修士課程で日本の経済・社会を専攻した、Bさ
ん、Cさんでさえ、日系企業に就職しなかったのであ
る。
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２００８年以降中国でストライキを含む労働争議が多発し
ている。０９年にはいって外資系企業、なかんずく「日系
企業での発生が圧倒的に多い」といわれる。５／１７の広
東省仏山市のホンダ系列の部品工場（南海本田）のスト
ライキを皮切りに、６／３ブラザー工業（西安市）、６／
７ホンダ系列部品メーカーユタカ技研（仏山市）、６／９
ホンダロック（広東省中山市）、トヨタ、日産等の日系
自動車企業系列に広がり、さらに他産業にも波及し
た１９）。広東省中山市で５月から６月にかけて発生したス
トは「日系企業６社に対し、ドイツ、シンガポール、ス
イス、台湾系などの外資系は合わせて５社」であっ
た２０）。また大連市では、１０年に入って８月１９日までに８７
社でストがあり、その内６５社が日系企業であったとい
う２１）。
これらのストライキの原因には、それまで１０％以上
の賃上げが実施されていたのに、リーマンショック以降
の経済危機で賃上げが凍結された０９年の反動、０８年に
制定された「労働契約法」で労働者保護が強化されたこ
とによる、労働者の権利意識の高まり、若年層の学歴
の上昇により、生活水準の上昇欲求が高くなり、理想の
生活と現実の賃金とのギャップに対する不満、「格
差」が問題となっている中国で、低所得者の所得を増や
すための政策（「所得倍増計画」）を進める政府の思惑等
があったと言われている。しかし、これだけでは日系企
業にストライキが多発する理由には乏しい。
日系企業に特有の問題も指摘される。各種解説で一様
に指摘されるのは、他の外資系企業に比べ日系企業の
賃金が安いこと（温家宝首相８月末の岡田外相との会談
で、「ストの背景には、一部の外資系企業（日系を指
す）の賃金が相対的に低いという問題がある」と発言し
た）。日本の駐在員との格差が大きいこと（ホンダ系
列のストライキでは、日本人駐在員と現場労働者の賃金
格差が５０倍もある、とのプラカードが見られた）。日
本の幹部駐在員に現地従業員とのコミュニケーションが
うまく取れていないこと。さらには、日本企業は「職
務が不明確、昇進が遅いなど人事・労務面で問題がある
こと、等である。
つまり、一言でいえば、日系企業は人事・労務管理の
で「現地化」が遅れていることが大きな要因であるとの
指摘である。
3 
日系企業の雇用・人事管理は、基本的には長期雇用・
表4 外資系企業への就業意識
米系 独系 仏系 日系 韓系
非常に働いてみたい（７点） ３３．４２８．９１９．３ ６．１ ３．４
↑（６点） ３０．２３１．６２９．９１３．０ ９．４
↑（５点） １６．１１６．７１８．３１３．２１３．５
どちらともいえない（点４） １６．８１９．５２３．３２８．６２９．８
↓（３点） １．１１９．６ ４．０１０．０１０．７
↓（２点） ０．９ １．３ １．２ ６．０ ７．３
全く働きたくない（１点） １．６ ０．７ ４．０２３．１２５．９
平均スコア ６．７ ６．５ ６．２ ３．７ ３．４
注：平均スコアは、「非常に働いてみたい」を７点とし、以下順次
減点、「全く働きたくない」を１点とし、それぞれの回答割合
を加重平均して、算出してある。
出所：リクルートワークス研究所「上海ホワイトカラーの就業意
識と行動」（２００８年）より作成
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内部育成が望ましいと考えている。ある調査２２）によれ
ば、「可能な限り長期雇用と内部育成が望ましい」と考
えている企業が９０．７％であり、商業・貿易関係企業では
９８．１％であった。にもかかわらず、転職が多く、管理職
以上の「高級人材」の人材難に悩まされている２３）。以下
本節では、日系企業で働く中国人従業員の日系企業に対
する意識と日系企業の「人の現地化」の現状に限定して
見てみよう。
日系企業に対する評価は、２節で見たように、学生や
高学歴ホワイトカラーには芳しくない。その理由につい
ては、おおむね以下のようにいわれている。
「本社から駐在員として派遣された社員が総経理（社
長）等を務めるのが一般的な日系企業（は）……、主要
な意思決定を日本本社に委ね、本社と現地との調整役を
任じやすい日系企業の幹部は、中国人従業員の目には頼
りなく映りやすい。」（２４）「中国のものの見方・考え方を
無視して闇雲に『日式（＝日本流）』を押し通うそうと
しても上手くいく訳がない。私たちがそのことを何度訴
えても、結局無視される。公平・平等といいながら、結
局は日本からの出向者は私たち中国人の仕事やキャリア
の考え方は尊重してくれない。」（２５）「日系企業は、職務
が不明確、昇進が遅いなど、人事・労務が特殊と見られ
ており、潜在的に労使間の不協和音が発生しやす
い。」（２６）等々である。
ここには、意思決定が日本本社に依存しがちで、かつ
人事・労務管理の在り方に問題があることが指摘されて
いる。つまり、日系企業の経営・人事管理と中国人の意
識・行動様式とのズレの問題であり、それは経営の現地
化、なかんずく「人材の現地化」が進んでいないという
問題である。もちろん、経営の現地化は人材の現地化に
限定されるわけではないが、人材の現地化が大きな問題
であることは間違いない。
いくつかの調査から日系企業の「人材の現地化」につ
いてデータを見てみよう。
経済産業省「海外事業活動基本調査」では、２００４年と
２００７年調査で在外法人の「日本側派遣者」数・比率を調
査している（表５）。
それによれば、全地域計で見ると、製造業よりも非製
造業の方が日本側派遣者の割合が高く、また０４年に比べ
０７年には派遣日本人の割合は低下した。全地域平均の常
用雇用者に占める日本側派遣常用雇用者割合は、製造業
で１．１→１．１％、非製造業では４．６→３．８％、有給役員割合
は、製造業で６５．８→５０．０％、非製造業で７４．３→５９．５％に
低下した。とくに中国ではその割合の低下は著しい（有
給役員―製造業６９．９→５５．０％、非製造業８０．７→５２．０％、
常用雇用者―製造業０．９→０．８％、非製造業６．９→４．４％）
国・地域で比較すると、製造業の常用雇用者に占める
日本側派遣常用雇用者の割合は０４年よりも低下してお
り、０７年は、中国０．８％で、香港、ASEAN４と同程度で
あるが、NIEs３、アメリカ EUよりは低い。反対に、非
表5 海外日系法人の派遣日本人割合
（単位：％）
産業別 ステイタス 調査年 全地域 アメリカ 中国本土 香港 ASEAN４ NIEs３ EU
産業計 有給役員 ２００４年 ６８．８ ６５．２ ７３．１ ８２．４ ６８．６ ６４．８ ７０．５
２００７年 ５３．７ ６３．２ ５４．０ ７２．２ ４７．２ ４３．６ ６１．０
常用雇用者 ２００４年 １．５ １．１ １．２ １．５ ０．７ ２．８ ４．１
２００７年 １．４ ３．１ １．１ １．６ ０．９ ２．７ ２．０
管理職 ２００４年 ２３．２ ２１．４ ２５ ３７．４ ２１．８ ２３．７ ２５．６
製造業 有給役員 ２００４年 ６５．８ ６０．７ ６９．９ ７６．３ ６８．８ ５４．９ ６９．５
２００７年 ５０．０ ６３．２ ５５．０ ７７．３ ４４．０ ３０．２ ６４．４
常用雇用者 ２００４年 １．１ ２．８ ０．９ ０．８ ０．６ １．８ ４．１
２００７年 １．１ ２．８ ０．８ ０．９ ０．８ １．８ １．４
管理職 ２００４年 ２０．４ １９．４ ２１．６ ３４．８ ２０．５ １７．８ ２３．３
非製造業 有給役員 ２００４年 ７４．３ ７１．４ ８０．７ ８７．４ ６７．８ ７８．６ ７１．４
２００７年 ５９．５ ６４．７ ５２．０ ６９．６ ５８．３ ６６．６ ５８．９
常用雇用者 ２００４年 ４．６ ４．２ ６．９ ９．０ ３．０ ６．０ ４．０
２００７年 ３．８ ３．７ ４．４ ４．４ ２．４ ５．０ ４．１
管理職 ２００４年 ３１．９ ２５．７ ４２．６ ４２．６ ３１．０ ３４．７ ２７．７
注：ASEAN４＝マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、NIEs３＝シンガポール、台湾、韓国
出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」（２００４年、２００７年）より作成
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製造業では中国４．４％で香港と同じで、NIEs３、ASEAN
４よりは低いが、アメリカ、EUは高い。
有給役員割合は、中国では０４年に比べ０７年は大きく低
下し、製造業は５５．０％で、ASEAN４、NIEs３よりは高
いが、香港、アメリカ、EUよりもかなり低く、非製造
業では中国は５２．０％で香港、ASEAN４、NIEs３、アメ
リカ、EUよりも低い。
また、０４年のデータであるが、管理者に占める日本側
派遣管理者割合は、製造業では中国２１．６％で香港、EU
よりは低いが、ASEAN４、NIEs３、アメリカより高
く、非製造業は中国４２．６％で ASEAN４を除いて他のす
べての地域より高かった。
つまり、中国の日系企業の現地化は、他の国・地域の
日系企業の現地化に比べると、製造業では、常用雇用者
は特段低い割合ではなく、役員層では現地化の割合は中
国の方が高い。しかし、非製造業での現地化割合、特に
管理職レベルではアメリカや EUの日系企業よりも低い
のである。
なお、ジェトロの０７年の調査２７）によれば、中国の日系
企業でローカルスタッフがトップに就いている部門別の
企業割合（回答企業８４社）は、生産管理７１．１％、品質管
理５３．４％、エンジニア部門１７．５％（以上、製造業の
み）、営業・販売・マーケッティング５３．４％、総務・人
事６０．７％、財務・会計５６．０％、企画・研究関係１５．５％、
広報・宣伝１４．３％、調達・購買２１．４％であり、現地法人
役員１１．９％、現地法人社長・会長１０．７％、その他１０．７％
（以上製造業、非製造業計）であった。製造業の生産管
理、品質管理や総務・人事部門、財務・会計部門、営
業・販売・マーケッティング部門のトップは半数以上の
企業が中国人を部門長にしているが、企業トップを含む
役員層、広報・宣伝部門、企画・研究関係という企業の
意思決定、方向性を決定する中枢部門の現地化は進んで
いない。
また、管理職ポストに現地人材が５０％以上いる企業の
割合は４１．１％（６０％以上は３９．０％）あるが、１０％未満の
企業も３８．９％（０％の企業４社を含む）存在している。
０８年に行われたリクルートの調査（表６、７）によれ
ば、在中国の日系法人のホワイトカラー従業員のうち日
本人の占める割合は平均１７．３％で、設立後の経過年数が
長いほどその割合は低下している。また、製造業よりも
商業・貿易業の方がその割合が高い。しかし、マネー
ジャークラス以上では、中国人比率が５０％以上の企業は
表6 ホワイトカラーの日本派遣者割合別企業割合（％）
計
（１６２社）
設立後の経過年数 業種
派遣者比率 １－５年 ６－１０年 １１年－ 商業・貿易 製造業 その他
０－５％ １６．０ １２．９ １２．０ ２７．５ ９．６ １４．７ ２１．６
５－１０％ １７．９ ２２．９ １４．０ １５．０ １９．２ ２０．６ １６．２
１０－１５％ １９．１ １２．９ ２６．０ ２２．５ １９．２ ２０．６ １７．６
１５－２０％ １７．９ １４．３ ２４．０ １７．５ １７．３ ２０．６ １７．７
２０％－ ２７．２ ３５．７ ２４．０ １２．５ ３４．６ ２０．６ ２４．３
平均（％） １７．３ １９．６ １６．０ １２．６ １８．６ １３．７ １７．９
出所：リクルートワークス「中国日系企業の人材活用調査」（２００８年）より作成
表7 管理職（マネージャークラス）以上の中国人比率別企業割合（％）
中国人
管理者比率
計
（１６２社）
設立後の経過年数 業種
１－５年 ６－１０年 １１年－ 商業・貿易 製造業 その他
０－１０％ ３５．２ ３７．１ ３６．０ ３０．０ ５０．０ １７．６ ３３．８
１０－３０％ ２９．０ ２１．４ ４２．０ ２７．５ ３０．８ ２９．４ ２５．７
３０－５０％ １１．１ １２．９ １０．０ ７．５ ３．８ １７．６ １３．５
５０－７０％ ７．４ ７．１ ６．０ １０．０ ５．８ １１．８ ６．８
７０％－ １６．７ ２０．０ ６．０ ２５．０ ９．６ ２０．６ ２０．３
出所：リクルートワークス「中国日系企業の人材活用調査」（２００８年）より作成
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１／４に満たず、とくに商業・貿易業では１５％でしかな
い。
他方、世界的なコンサルタン業であるマーサーが２００８
年に中国の外資欧米系企業での調査では、駐在員の占め
る割合は、ミドル管理職数で１３％、シニア管理職（経営
層）で５８％であった２８）。明らかに欧米系企業に比べて日
系企業の中国人経営層・管理職登用率は低い。
ここで何社かの日系企業の個別データを見てみよう。
ペット・園芸・インテリア用品などの製造・販売の
AO社のグループ企業 DAグループ（大連市、９６．５設
立）は、当初社員５００名の内５０名（１０％）が日本人で
あったが、現在採用中国人４，５００人に対して日本人出向
者はわずか１４名（０．３％）で、グループ５社をまとめる
董事長は日本親会社の常務が兼務しているが、副董事
長、および傘下グループ企業５社のうち３社のトップ
（総経理）をはじめ、大半の幹部職員が中国人であ
る２９）。
上海に中国法人本社を置き、北京、大連、武漢支店を
置いている M銀行（独資）は、現地本社董事長、各支
店長はすべて日本本社からの派遣駐在員である。その内
大連支店（９２．１１支店開設）は従業員数１４０名中日本人駐
在員は６名（４．３％）で、副支店長２名のうち、人事を
含む内部管理担当の副支店長が現地採用中国人（女性）
である。そして課長クラスの幹部行員の多くは現地採用
中国人である〈２０１０．７現在〉３０）。
合肥市に進出している建築土木重機メーカー HK社
（独資、９５．３開設））は、従業員数１，７７３名の内日本人駐在
員２８名（１．６％）で（他に中国人臨時従業員６９２名）、董
事長、総経理、総工程師、総設計師、研究および生産セ
ンターの２名の長は日本人駐在員である。副総経理と部
長級２０名の内、１３名が現地採用の中国人である（内女性
が２名）。つまり、役員を含む部長以上２５人中１４人が中
国人である。ここでも課長クラスの幹部従業員の多くは
現地採用中国人である。０９年に比べ、日本人副総経理の
ポストがなくなり、２部長が日本人から中国人に替わっ
ている。なお、子会社の Hk社では董事長は日本人であ
るが総経理と２部長は中国人である〈２０１０．５現在〉３１）。
西安市所在の空調機メーカー KD社（合弁〈日５１％、
中４９％〉、９６年設立）は、従業員数７，５００人中日本人駐在
員１１０名（１．５％）は、合弁企業のため、董事長（中国
人）を除く、役員６人中、副総経理、総務本部長、経営
副部長が中国親会社から派遣の中国人、副董事長・総経
理、製造本部長、経営本部長が日本親会社派遣の日本人
駐在員で経営にタッチする者の構成は３対３となってい
る。３部長の内製造部長と経営部長の２名は中国人であ
る〈２０１０．９現在〉３２）。
以上から見ると、日系企業の現地法人のトップは日本
本社からの出向社員（駐在員）であり、一部グループ傘
下の企業（AO社）や HKの子会社である Hkのように
総経理以下、主要幹部まで現地採用従業員にまかせると
いところまで「現地化」している企業も見られるが、部
長クラス、特に企業活動の中枢部門の「現地化」はまだ
進んでいない。ただ、管理職ポストの現地化の割合は調
査によってばらつきがあるが、経済産業省「海外事業活
動基本調査」の駐在日本人の数や筆者の聴き取りから見
て、課長クラスまでの「現地化」は相当進んでいると思
われる。とはいえ、見てきたように、欧米系よりも格段
に低い割合である。
	

日本企業の活動は中国との結びつきが強くなってい
り、多くの日本企業が中国に現地法人を設立し、生産基
地としてのみならず、マーケットとしても重要性が増す
中で、日系企業が中国での安定した経営を目指さざるを
得なくなっている。しかし、見てきたように、その日系
企業が中国人、特に「高級人材」にあまり「好感」を持
たれず、折角の人材に転職され、また、優秀な学卒に
「そっぽを向かれる」状況がここ数年強くなってきてい
る。そして、そのことに日系企業が悩んでいる現実があ
る。
その最大の要因は、欧米の企業と比較して、相対的に
賃金が低く、また、人材の「現地化」が進んでいないと
ころにあるように思える。
在中国日系企業について、多くの論者が日系企業は経
営の「現地化」が必要であることを主張している。日系
企業自体も「現地化」の必要を認識し、「現地化」を進
めようとしている。ジェトロ調査によれば３３）、「現地化
を進めている」企業が５３．５％、「進めたいが進まない」
とする企業が２９．９％で、「進める予定はない」は１６．６％
に過ぎない。そして、「現地化」の内容は、「現地人材の
登用（部長・課長級）」（８３．０％）、「現地人材の登用（役
員級）」（３６．６％）、「即戦力となる現地人材の中途採用」
（３４．６％）、「現地人材の研修・育成の強化」（６６．３）％、
「能力主義など人事制度の改正」（４０．９％）など、現地人
材の処遇に関わるものが、上位に並んでいる。
しかし、現地化の問題点として指摘されているのは、
「現地人材の育成が進まない」（７０．６％）、「幹部候補人材
の採用難」（５２．９％）が、また、「管理職、現場責任者の
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現地化が困難」（３２．５％）、「中間管理職の採用難」
（２８．８％）、「技術者の採用難」（製造業８．０％）など、ほ
とんどが現地人材への日系企業の管理の問題である。つ
まり、日系企業が中国人高級人材に敬遠されないような
人事管理・処遇（賃金、昇進・昇格の面で「ガラスの天
井〈上は見えるが実際には天井がある〉」でない「発展空
間」）を明確に提供しなければ、問題点は解決できない
であろう。
少なくとも、企業の意思決定に参画できるレベルまで
現地採用従業員が登用されるようにならなければならな
い。当初、豊富で安い労働力と労働力需給調整のしやす
さを目当てに進出した多くの企業は、ここ数年の人件費
のアップと新労働契約法（０８．１．１発効）３４）による解雇・
契約打ち切りへの強い規制で、「いざとなれば、労働契
約を更新しなければよい」というような雇用のフレキシ
ビリティが低下し、人事管理面で大きな岐路に立たされ
ていると言ってよいであろう。
もちろん、人事管理を「中国人の就業意識・行動に合
わせればよいと」という単純な問題ではない。現段階の
中国の「高級人材」の意識と行動は、２節で見たよう
に、強烈な上昇志向であり、それが能力評価・成果評価
による高い地位と高い収入を求める方向、能力主義・成
果主義志向に強く表れ、欧米系に比べて能力主義・成果
主義的人事管理の強くない日系企業への批判となってい
るのも事実であろう。しかし、能力主義・成果主義の強
化は、従業員間競争・従業員間格差を拡大し、ひいて
は、職場内人間関係の不安定化、雇用の不安定化をもた
らし、企業経営にかえってマイナスになることは、日本
の例を見れば明らかであろう。
中国経済の急激な発展の中で、能力主義競争が全社会
的に推進されてきた中では、特にエリートが能力主義・
成果主義を信奉するようになってきたのは致し方ないと
言えるし、企業の人事管理の面での「現地化」がそのよ
うな方向に進むのは、現段階では中国に合っているので
あろう。しかし、長い目で見た時ははたしてそうであろ
うか。
注
１）経済産業省「第３９回海外事業活動基本調査（２００９年７月
調査）」によると２００９年３月末現在で、日系現地法人企
業数４２１８社、常時従業者数１，３４５，０５９人であるが、その
調査対象からは、金融・証券・不動産業か除かれ、かつ
回収率が６９．２％であること、また、同「海外現地法人四
半期調査」において、２００９年４月から１０年６月のデータ
では、従業員数５０人以上の製造業に限定されているが、
中国（香港を含む）の現地法人の従業員数に増加がみら
れていることなどからの推定である。
２）姫田小夏「China Report―中国は今―」第４７回 ２０１０年
３月１日 http : //diamond.jp/articles/－４０５０
３）中国で「高級人材」というときは、通常企業・事業体の
管理職以上を意味する。大学卒業以上の高学歴の若者は
高級人材の予備軍、つまり将来の高級人材になりうる者
と位置付けられる。ここでは、この意味で「高級人材」
という言葉を使用している。
４）中国のリクルートサイト「中華英才網」と北京大学光華
学院、経済新聞『経済観察』、網易ビジネス報道が共同
で２００３年から毎年行っているインターネットによる大学
生の人気企業調査（「中国大学生最佳雇主」調査）。最新
の調査（第８回）は、２０１０年１－５月にかけて行われ、
香港、澳門、台湾を含む中国の大学生（専科、本科、碩
士所（大学院）の学生２０万人が投票した。投票者の性別
は男５４．８％、女４５．２％、専科生１６．６％、本科生７０．６％、
碩士（大学院生）１２．５％であった。
調査内容は、大学生が望む「企業文化」、「報酬・福
利」、「職業発展（キャリア形成）」、「品牌（企業ブラン
ドイメージ）・実力」についての関心要素、好む企業
形態、産業、利用する就職情報収集ルート、企業選択
で考慮する企業価値、希望報酬、卒業後１年以内の計
画、５年以内での起業計画の有無、西部地域への就職
意向、就職満足度、希望企業、等である（順不
同）。
なお、に関しては、それぞれに４項目の設問があり、
それぞれに１位から３位までの順位をつけるかたちであ
る。そして、第１位に３点、２位に２点、３位に１点の
スコアをつけて集計している。詳しくは、中華英才網
『第八届中国大学生最佳雇主 調査報告（簡版）』（２０１０
年７月）参照。
５）同上 p．６
６）リクルートワークス研究所「上海ホワイトカラーの就業
意識と行動」。本調査は、２０－３０歳代、学歴大専卒以
上、上海居住の就業者（農業を除く）男女各５００人（計
１０００人）をサンプリングして、２００８年９－１０月に行われ
たオンライン調査。回答者の７２％は大卒以上、８６％が会
社員である。
７）ジェトロ「欧米企業の対中国経営戦略」（p．８）２００６年
８）「中国進出企業の人材マネジメント」日本能率協会『人
材教育』０６年３月号）
９）日本能率協会と上海交通大学が行った「２００４－０５年度在
中国日系企業の給与・福利厚生に関する調査」Shinichi.
hakubi｜２００５-０４-１３｜人材 http : //shinichi.exblog.jp/i１０/
より
１０）リクルートワークス研究所「ワーキングパーソン調査」
（２００８年インターネット調査）。注６）のリクルートワー
クス研究所の報告書に比較表として掲載されている。
１１）前掲「上海ホワイトカラーの就業意識と行動」
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１２）同上
１３）同上
１４）北京日本学研究中心は、日本が資金を出して、日本文
学、言語、日本経済・社会を教える大学院である。筆者
は２００７年３月から７月にかけて（後学期）、修士課程社
会・文化コース専攻の１年生に現代日本社会論の講義・
演習授業を担当した。
１５）以上４例（すべて女性）は筆者の質問への回答。
１６）前掲注４）、中華英才網「中国大学生最佳雇主報告書」。
なお２０１０年の企業形態別の順位は以下のとおりである。
国有企業２４．４％、中外合営（合資／合作）、１９．５％、事
業単位１４．８％、政府機関／非営利事業所１４．６％、外資独
資１４．５％、私営／民営企業１２．２％。
１７）２１世紀中国総研『中国なんでもランキング』および「中
国大学生の人気企業―２０１０年調査結果」（http : //２１ccs.jp
/chana_watching/KeyNumber４０，５７）（原資料：中華英
才網第１回～８回調査）
１８）前掲「上海ホワイトカラーの就業意識と行動」
１９）ダイヤモンド・オンライン「中国スト頻発で露呈した日
系企業が抱える『難題』」（http : //news.finance.yahoo.co.
jp/detail/２０１００９０７）
２０）三河五朗「現地ルポ！爆発する中国スト１］（http : //presi-
dent.jp.reuters.com/article/２０２０/０９/０１）
２１）前掲、注１９）
２２）前掲、「中国日系企業の人材活用調査」
２３）日本能率協会が「日系企業経営者交流委員会（上海）で
行った「委員会会社における経営課題に関する調査」
（２００６年４－５月調査、回答会社２０社）によれば、現在
抱えている経営課題のトップは「優秀な中国人幹部の採
用、定着と育成」で、すべての会社で課題として挙げら
れており、「人材マネジメント上の課題」は、優秀人材
の採用・定着」（１６社）、「現地幹部の登用・育成」（１４
社）が上位となっている。ジェトロの「アジア・オセア
ニア日系企業活動実態調査」（２００９．９．１－１０．１５実施）で
は、雇用・労働面の問題点（M.A）は、「従業員の定着
率」３２．２％、「中間管理職の採用難」２８．８％、一般ワー
カーの採用難」２４．５％、「技術者の採用難」１８．８％で
あった。
２４）“Inter Risk Report” No．１０-０３１．CSRトピックス（２０１０、
特別号 No.２）２０１０．８（株）インターリスク総研
２５）「人事：中国における雇用ブランド構築」『BTMU中国月
報』第５２号（２０１０年５月）p．２８。
２６）『みずほリサーチ』（Oktober,２０１０）p．１１、みずほ銀行
２７）ジェトロ「在アジア日系企業の経営実態―中国・香港・
台湾・韓国編―」（２００７年調査）
２８）マーサー「２００８年中国ベンチマーク・モニター」サーベ
イ（『BTMU中国月報』第４５号（２００９年１０月）p．２９より）
２９）２０１０．７．２８．現地聴き取り
３０）２０１０．７．２８．現地聴き取り
３１）２０１０．９．７．現地聴き取り
３２）２０１０．９．９，１０．現地聴き取り
３３）ジェトロの調査（２００９年「在アジア日系企業の経営実
態」
３４）これまでの「労働法」は、１年から３年の期限を定めた
労働契約制で、企業から見ると雇用のフレキシビリティ
は高かった。新「労働契約法」は、これまでの勤続１０年
以上の場合に加えて、２回連続して固定期限契約を結ん
でいて、３回目の契約を更新する場合は「無固定期限」
の労働契約を結ぶ義務が生じた。つまり、１０年以上の勤
続者、３回目の契約者は、自動的に期限の無い定年（男
性６０歳、女性５５歳）までの雇用契約となる。
付記
１．当初、在中国の日系企業の現地従業員の採用後の人事・
労務管理まで明らかにし、「現地化」の実態とその問題
点を明らかにする予定であったが、「現地化」について
は採用状況の現実までしか明らかにできなかった。それ
ゆえ、本稿は（１）とした。（２）以下は、後日別稿で
論じることにしたい。
２．本稿は、専修大学の「研究助成」による研究（２００４年
度、２００５年度および２０１０年度の「人事労務管理の変容に
関する実証的研究―在外日系企業の人事労務管理の実態
―（１）、（２）、（３）」）、および専修大学社会科学研究
所の「特別研究」（２００５－２００７年度年）の成果の一部で
ある。記して謝意を表しておきたい。
柴田弘捷 SHIBATA, Hirotoshi 専修大学人間科学部教授
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